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第 11 章 公文書管理 

「公文書等の管理に関する法律（公文書管理法）」１．

の概要 

 

目的（第１条） (1) 

国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録で

ある公文書等が、健全な民主主義の根幹を支える国民共有

の知的資源として、主権者である国民が主体的に利用し得

るものであることにかんがみ、国民主権の理念にのっとり、

公文書等の管理に関する基本的事項を定めること等によ

り、行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存

及び利用等を図り、もって行政が適正かつ効率的に運営さ

れるようにするとともに、国及び独立行政法人等の有する

その諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全う

されるようにする。 

 

対象となる行政機関（第２条） (2) 

国政を執行するすべての行政機関を対象とする。 

 

対象となる文書（第２条） (3) 

行政機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書（図

画及び電磁的記録を含む。）であって、当該行政機関の職

員が組織的に用いるものとして、当該行政機関が保有して

いるものである。 

 

行政文書の管理 (4) 

(ア)文書の作成（第４条） 

行政機関の職員は、当該行政機関における経緯も含めた

意思決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び事業

の実績を合理的に跡付け、又は検証することができるよう、

処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作

成しなければならない。 

 (イ)文書の整理（第５条） 

能率的な事務又は事業の処理及び行政文書の適切な保

存に資するよう、単独で管理することが適当であると認め

る行政文書を除き、適時に、相互に密接な関連を有する行

政文書を一つの集合物（行政文書ファイル）にまとめ、当

該行政文書ファイルについて分類し、名称を付するととも

に、保存期間及び保存期間の満了する日並びに保存期間が

満了したときの措置として歴史公文書等に該当するもの

にあっては国立公文書館等への移管の措置を、それ以外の

ものにあっては廃棄の措置をとるべきことを定めなけれ

ばならない。 

(ウ)文書の保存（第６条） 

行政文書ファイル等について、当該行政文書ファイル等

の保存期間の満了する日までの間、その内容、時の経過、

利用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するため

に必要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容

易にするための措置を講じた上で保存しなければならな

い。 

(エ)行政文書ファイル管理簿（第７条） 

行政文書ファイル等の管理を適切に行うため、行政文書

ファイル等の分類、名称、保存期間、保存期間の満了する

日、保存期間が満了したときの措置及び保存場所その他必

要な事項を帳簿（行政文書ファイル管理簿）に記載しなけ

ればならない。また、行政文書ファイル管理簿は当該行政

機関の事務所に備えて一般の閲覧に供するとともに、電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法により公表しなければならない。 

(オ)文書の移管又は廃棄（第８条） 

保存期間が満了した行政文書ファイル等については、国

立公文書館等に移管し、又は廃棄しなければならない。廃

棄しようとするときはあらかじめ内閣総理大臣に協議し

その同意を得なければならない。また、国立公文書館等に

移管するときは当該行政文書ファイル等に不開示情報が

記載されており国立公文書館等において利用の制限を行

うことが適切であると認める場合にはその旨の意見を付

さなければならない。 

 (カ)管理状況の報告等（第９条） 

行政機関の長は、行政文書ファイル管理簿の記載状況そ

の他の行政文書の管理の状況について、毎年度、内閣総理

大臣に報告しなければならない。また、内閣総理大臣は、

毎年度、その報告を取りまとめ、その概要を公表しなけれ

ばならない。 

（キ）行政文書管理規則（第 10 条） 

行政機関の長は、行政文書の管理が適正に行われること

を確保するため、行政文書の管理に関する定め（行政文書

管理規則という。）を設け、公表しなければならない。 
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独立行政法人等における法人文書の管理（第 11 条） (5) 

公文書管理法は、行政機関と同様に、独立行政法人等に

おいて管理する法人文書及び法人文書ファイルについて

も適用される。 

 

 対象となる独立行政法人等（経済産業省関係：2016 年

３月 31 日現在）（計 20 法人） 

（ア）独立行政法人（16 法人） 

 宇宙航空研究開発機構、環境再生保全機構、経済産業

研究所、工業所有権情報・研修館、国際協力機構、産業

技術総合研究所、情報処理推進機構、新エネルギー・産

業技術総合開発機構、製品評価技術基盤機構、石油天然

ガス・金属鉱物資源機構、中小企業基盤整備機構、日本

医療研究開発機構、日本原子力研究開発機構、日本貿易

振興機構、日本貿易保険、水資源機構 

（イ）特殊法人（３法人） 

 日本アルコール産業株式会社、株式会社商工組合中央

金庫、株式会社日本政策金融公庫 

（ウ）認可法人（１法人） 

 原子力損害賠償支援機構 

 

経済産業省及び外局における行政文書管理規則 (6) 

［2011 年４月１日施行］ 

（ア）経済産業省行政文書管理規則 

（イ）資源エネルギー庁行政文書管理規則 

（ウ）特許庁行政文書管理規則 

（エ）中小企業庁行政文書管理規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015 年度の対応について ２．

 適切な行政文書管理のため、行政文書管理簿の公表、管

理状況の報告、管理状況に関する点検・監査、公文書管理

制度に関する研修等を行った。また、「行政文書情報館」

（経済産業省内の集中保存書庫、2013 年 10 月運用開始）

において、前年度以前に作成・取得した行政文書ファイル

等の受入れを可能とし集中管理対象を拡大した。 

「行政文書の管理に関するガイドライン」（内閣総理大

臣決定）が一部改正され、機密性の高い文書の取扱いに関

する政府ルールが統一されたため、これに沿って経済産業

省及び外局における行政文書管理規則を一部改正し、「秘

密文書の管理に関する要領」等を制定（2015 年４月施行）

し、省内に周知した。 

 

■行政文書ファイル等の管理状況 

（2016 年３月 31 日現在） 

（ア）保有する行政文書ファイル等の総数 

（単位：ファイル数） 

行政機関名 本省庁 地方支分部局 合  計 

経済産業省 49,126 143,519 192,645 

資源エネルギー庁 8,833 - 8,833 

特許庁 5,940 - 5,940 

中小企業庁 4,602 - 4,602 

合 計 68,501 143,519 212,020 

 

（イ）2015 年度末で保存期間が満了した行政文書ファイ

ルの移管、廃棄又は保存期間延長の件数 

（単位：ファイル数） 

行政機関名 移管 廃棄 保存期間延長 

経済産業省 896 ※22,755 1,607 

資源エネルギー庁 110 ※1,036 30 

特許庁 52 866 21 

中小企業庁 104 ※410 0 

合 計 1,162 25,067 1,658 

※公文書管理法に基づく内閣府との「廃棄協議」（廃棄す

ることについての内閣総理大臣の同意）を経た上で廃棄す

る予定数。 
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